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Projections of school teacher demand at the turn of the century in Japan

Hirotosm Yamasaki

Japanese school teacher market has been experiencing employment problems for more

than ten years, because of the decline of number of live birth. Many Japanese col′leges of

education have been reorganized and have lost the enrolment quorum. But, the number of live

birth in 1994 has begun to increase.

Future teacher demands were estimated by the two factors: future number of live birth and

teacher retirement. The result has proved the rapid increase in primary school teacher

demand after 1997 and in junior high school teacher demand after 2003. The golden age in

primary school teacher market will come around 2010 and in junior high school teacher

market around 2015. Absolute numbers of demands in school teacher will be enormous. Also,

the differences in relative strength in demands among prefectures will be very large. Now, we

should be careful about future planning of enrolment quorum in colleges of education.

1.はじめに

1980年代に入って以降,今日まで約10年以上,学校

教員への就職状況が低迷している。その最大の原因は,

言うまでもなく児童生徒数の減少によるものであり,

その背後には,長期にわたる出生数の低下がある。出

生数は,唯一1991年を例外として, 1974年から1993

年までの20年間,前年を下回るという状況が続いた。

児童生徒数の減少は,教育界に大き卑影響を与えて

きた。就学前教育,初等中等教育では,学校・園の統

廃合や園児獲得競争などがおきた。高等教育では,学

校教員への就職難が起き, 1987年以降,全国の教員養

成学部には,新課程と呼ばれる非教員養成課程が設置

され,約2万人あった教員養成課程の定員は約1万6

千人へと20%程度も削減された。戦後最大の大学改革

のさ中にある現在,全国の教育学部は,それまでの学

部内改革にとどまらず,今や全学的学部再編の標的と

すらなっている。

ところが,このような出生数の低下は1993年をもっ

て終わりを告げた1994年の出生数確定値は123万

!,247人で,戦後最低を記録した前年(118万8,282人)

を49,965人も上回る大幅な上昇を示した。しかも,同

様に低下を続けていた合計特殊出生率も1.50と,戦後

最低であった前年の1.4　を0.04上回ったo厚生省人

口問題研究所の将来推計(平成4年9月フロッピーディ

スク版)では,出生数の増加は1994年から起き, 2004

年まで続くとされている。従って, 1994年の出生数の

増加は,その1年間だけの偶然ではない。しかも, 1994

年の出生数は,わずかではあるが,将来推計の中位推

計の123万7,982人をも上回っているのである。 1)

今後の推移を見守る必要はあるが,この事実は,将

来の人口の推移が人口問題研究所の中位推計値に従う

のではないかという希望を与えてくれる。仮に,その

ように推移しなくても,今後約10年続く出生数の増加

はまちがいないのであり,これまで逆風にあった教育

界の風向きを180度変えることになる1994年に生ま

れた子どもが小学校に入学する21世紀に入ると,ベク

トルの方向は,これまでとはまったく逆になる可能性

が高くなるのである。

本論文では,このような人口動態上の環境変化に対

応して,将来の学校教員需要が,いつ頃からどの程度

増加するか,全国及び都道府県別の推計を行い,都道

府県間の多様性を分析する。

以下,次の2節では,この頚域での先駆的研究であ
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る潮木(1985, 1992)の推計モデルと推計値を検討し

たのち, 3節で,本研究で採用するモデルを説明する。

4節では,小学校および中学校の全国レベルでの2012

年までの推計結果を報告し, 5節では小学校, 6節で

は中学校の都道府県別の推計結果をそれぞれ示す。 7

節では,小学校を対象として,教員需要に対する教員

増減の効果と退職者の効果を都道府県別に比較検討す

る。最後に8節では,推計結果から導かれる政策的含

意を考察する。

2.潮木モデルの検討:推計値と採用
実績値

(1)潮木モデル

潮木(1985)は,出生数推計値と教員年齢構成,戟

職率を出発点として,将来の教員需要を推計するモデ

ルを作成し, 1986-1990, 1991-1995年の小学校および

中学校の教員需要数を全国及び都道府県別に推計した。

さらに潮木は, 1992年の論文でもほぼ同様の手法で,

1989-2000年の小・中学校教員需要と高校教員需要を推

計している。 1985年の著書でのモデルの概要を図示す

ると,図1のようになる。

出生数中位推計値(各年)

1 -補正値,死亡率,推移確率

各学年人口推計値

J

児童生徒数推計値

J　-　PT比(83年PT比*40/45)

教員数推計値(各年) -〉 5年間の教員増減　　　J
教員需要数
(各5年間)

教員年齢構成・ #職率-〉 5年間の退職者数推計値I-」
(定年退職者+定年前退職者)

図1潮木(1985)の教員需給モデルの概要

(a)児童生徒数推計値までの手続き

出生数中位推計値(全国各年)は, 『日本の将来推計

人口』 (昭和57年4月)である。昭和58年の実際の出

生数と推計値にはすでにずれが生じており,前者が

5.947%多くなっているため,59年以後の出生数推定値

に1.05947という補正値を掛けた値をもって将来の出

生数とした。次に, t年とt十1年の出生数からt十

7年度の小学校1年生数を,

SHOU(t+7)- BIRTH(t)・0.75+BIRTH(t+l)・0.25

なる式で推計する。しかし,実際の1年生数はやや小

さいため,これに0.98934という-種の死亡率を掛け

た値をもって小学校1年生数とする。学年が上昇する

たびに児童生徒数は少しずつ変化するから,学年間の

推移確率を掛けて各学年人口を推計する。こうして,

将来の小学校児童数と中学校生徒数の推計値が得られ

る。

都道府県別の児童生徒数推計値は,都道府県別出生

数の推計値が公表されていないため,都道府県別将来

人口推計値′(5歳刻み)から, 0-4歳人口の県別構

成比を計算し,これに全国の出生数推計値を掛けるこ

とによって得るという方法をとっている(潮木, 1985,

30貢)。なお,潮木(1992)の全国及び都道府県別の児

童生徒数推計方法も,資料こそ異なるが,基本的に上

と同じ方法である。

(b)教員数の推計方法

将来の教員数推計値は,児童生徒数推計値をP T比

で割ることによって得られるが,将来各年のPT比を

推計することが必要となる。潮木(1985)は,昭和60

年のPT比は昭和58年のPT比をそのまま使い,昭和

65年および70年のPT比は,この時までに40人学級

が実現したと仮定して,昭和58年のPT比に40/45(-

O.t　　を掛けた値を使っている(潮木, 1985, 28貢)0

なお,潮木(1992)は,昭和61年現在の学年別1学

級当たり児童生徒数(単式学級)の値を, 40人学級が

実施されている学年と実施されていない学年で比較し

て, PT比がどの程度減少するか,その値を各県につ

き計算した。小中学校の40人学級が完了する昭和66年

のPT比は,その値に昭和60年のPT比を掛けた値を

使っている(潮木, 1992, 90貢)。

以上のようにして得た各年の教員数推計値から, 5

年間の教員増減数が計算される。

(C)退職者数の推計方法

退職者数は,定年退職者と定年前退職者の部分に分

けて計算される。まず,定年退職者数は,昭和55年度

現在で50歳以上55歳未満の教員は,61年度から65年

度にかけて,また同じく55年度現在で45歳以上50歳

未満の教員は, 66年度から70年度にかけて,全員が定

年退職するものとみなす。

次に,定年前退職者であるO昭和61年度から65年

度までの5年間の推計値は, F学校教員統計調査』 (昭

和55年度)の各5歳刻みの年齢別教員数に,各年齢層

の離職率を掛けることによって得られる。なお,昭和

65年度から昭和70年度までの5年間の定年前退職者

数推計値は,将来の教員の年齢構成を予測することが

不可能なため,昭和61-65年度の推計数をそのまま使

用している(潮木, 1985, 28貢)。

(2)潮木(1985)の推計値と採用数実績

以上のような手続きで推計された教員需要数は,事

後的にどの程度「正確」であったのだろうか。以下,
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潮木の推計値とその後の小学校,中学校の教員採用数

の実績値を比較し,モデルの妥当性を検討するo

まず,教員採用数に関する主要資料の概要を述べて

おこう。教員採用数を知ることのできる資料には,少

なくとも3種類ある。

第1に, 『学校教員統計調査報告書』 (以後『教員調

査』と称する)の中の「教員異動調査」の部分には,

採用者数が記されている。 「教員異動調査」は,国公私

立の全ての学校等(除く専修学校,各種学校)のしっ

皆調査であり, 4月1日から翌年の3月31日までの「年

度間」に採用・転入・退職した本務教員に関するデー

タが掲載されている. 「採用」とは, 「当該学校の本務

教員として,高等学校以下の学校の本務教員以外の職

業等から採用された者」 (『教員調査』平成4年度, 484

質)をいう。採用前の職業の中には,大学卒業後の新

卒採用者だけでなく,官公庁(教員を除く),民間企

莱,自営業なども含まれている。最近では,小学校,

中学校とも,新卒採用者の比率は半数程度である。教

育委員会職員から学校教員になる者も採用扱いになっ

ている。国公私立の全ての学校のしっ皆調査であり,

調査期間も1年度の全体にわたっている点が,この報

告書の最大の長所であるが, 3年に1回しか刊行され

ないのが欠点である。

第2に, 「公立学校教員採用選考試験の実施状況につ

いて」 (以後「採用試験の実施状況」と称する)は,黄

近では毎年『教育委員会月報』 11月号に掲載される。

対象は,表題の通り,各都道府県及び政令指定都市の

教育委員会が実施した同試験の範囲内である。したがっ

て,国立や私立の学校は対象から除外されることにな

る。応募者,受験者,採用者,競争率の数値が,性別,

学歴別,新卒・既卒の別に載っている。 「 t年度採用試

験の実施状況」における採用者とは　t-1年度に実施さ

れたt年度教員採用試験に合格して, t年6月1日ま

で(平成5年度以前の実施状況については5月1日ま

で)に採用された者をいう。

最後に「年度末教員の人事異動の概況」 (以後「人事

異動の概況」と称する)は,貴近では毎年『教育委員

会月報』 12月号に掲載される。対象は,各都道府県及

び政令指定都市の教育委員会が任命権を有する公立学

校の常勤講師以上の者である。国立及び私立の学校の

他,公立学校でも指定都市以外の市および町村立の高

等学校は対象外となっている。 t年度末の採用者とは,

t+1年4月1日から5月1日までの採用者をいう。

以上3種類の採用者に関する統計数値のうち, 『教員

調査』のそれが最も大きく,最も正確なのは当然であ

る。国公私立の学校を網羅し,まるまる1年間の数字

が掲載されているからである。 「採用試験の実施状況」

表1潮木(1985, 1992)の推計値と採用数実績

資 料 小 学 校 (対 象 年 ) 中学 校 (対 象 年 ) 小 + 中 学 校

推
計
値

潮 木 198 5

潮 木 1 99 2

潮 木 (199 2;

16 .9 17人 (19 86 -9 0 10 .29 5人 1 98 6- 90
ll .9 22 人

19 89 -9 3)
14 .1 98 人
(19 94 -98

採

学 校 教 員 統 13 ,0 38人 (19 85 年 度 ) 1 4 ,55 1人 (1 98 5年 度 ) 27 ▼5 89 人
計 調 査 報 告

@

(う ち 公 立 12 .8 46 )

12 ,48 0人 (198 8年 度 )

(う ち 公 立 14 ,02 4

9 ,4 87 人 (19 88 年度 )
(公2 6 ,87 0)
2 1,9 67

(年 間 , 冥公 (う ち 公 立 12 ,2 94 ) (う ち 公 立 8 ,91 0) (公 2 1 ,20 4)
私 立 ) 16 ,22 9 (199 1年 度 ) 1 2 ,01 9人 (1 99 1年 度 ) 28 ,2 48

(う ち 公 立 16 ,0 48 ( う ち公 立 1 1 .3 8 6) (公 2 7 ,43 4)

年 度 末 教 員 11 ー80 0 (85 年度 末 ) 1 3 ー228 (8 5年 度 末 ) 25 .0 28 人
の 人 事 異 動 ll ,12 5 (86 年度 末 ) 1 1 ー370 (8 6年 度 末 ) 22 .4 95
の概 況 ll ,23 9 (87 年度 末 ) 8 ▼14 0 (8 7年 度 末 ) 19 ,3 79

用 ( 4 , 5 月
爪 ll )

14
14
26 6 (88年 度 末 )
66 1 (89 年度 末 )

2

9 ▼698 (8 8年 度 末 )

9 ,96 5 (8 9年 度 末 )

23 ,9 64

24 ,6 26

ォ
ZJ ユエの み 15

ll
3 5 90 年度 末 )

85 6 (91 年度 末 )

1 0 ▼52 9 9 0年 度 末 )
8 ,23 4 (9 1年 度 末 )

25 ,7 64
20 .0 9010

8

7

63 3 (92 年度 末 ) 6 ,983 (9 2年 度 末 ) 17 ,6 16

実
85 3 93年 度 末 )

6 10 (94 年度 末 )

5 ▼87 6 9 3年 度 末 )

5 ,84 6 (9 4年 度 末 )

14 ,7 29
13 ,4 56

公 立 学 校 数 ll 54 3人 (198 6年 度 ) 1 2 ,998 人 (1 98 6年 度 ) 24 ,5 41 人

ォ
員 採 用 選 考 10 ,78 4 (198 7年 度 ) 1 0 ▼94 3 (1 98 7年 度 ) 21 ,7 27
試 験 の 実 施 10 5 10 198 8年 度 ) 7 ,673 (1 988 年 度 ) 18 .1 83
状 況 に つ い 13 93 8 (198 9年 度 ) 9 .130 (1 989 年 度 ) 23 ,0 68
て 14 03 9 (199 0年 度 ) 9 ,509 (1 990 年 度 ) 23 ー5 48

(5 月 1 E】迄 14

川

13 1 (199 1年 度 )

98 7 (199 2年 度 )

9 ,8 69 (1 99 1年 度 )

7 ,8 39 (1 992 年 度 )

24 ー0 00
18 .8 26公 立 の み ) 9 41 3 (199 3年 度 ) 6 ,4 99 (1 993 年 度 ) 15 .9 12

7 78 4 199 4年 度 ) 5 ,2 94 1 994 年 度 ) 13 .0 78
6 74 2 199 5年 度 ) 5 ,4 14 (1 995 年 度 ) 蝣12 ,1 56 .

と「人事異動の概況」は,調査の学校の範囲は同じで,

計測期間もほぼ同等であるが,採用者数の数字は「人

事異動の概況」の方が若干多くなる。それは, 「人事異

動の概況」の調査の採用者には「教員採用選考試験を

受験せずに採用された者(他県や国立大学付属学校と

の人事交流により採用された校長,教頭,教諭等)が

含まれているためである」 (『教育委員会月報』平成5

年12月号,44貫)。従って,採用者数の数字は『教員調

査』, 「人事異動の概況」, 「採用試験の実施状況」の順

に正確であることになる。

さて,潮木の推計値と3種類の資料に掲載されてい

る採用数実績を示したのが表1である。潮木(1985)

の推計値は,中学校では採用数とほぼ一致しているが,

小学校は過大推計となっている。潮木(1992)の推計

値は,過小推計であるようである。

(3)潮木モデルの検討

潮木(1985)で小学校教員の推計値が過大推計になっ

たのは,なぜだろうか。潮木モデルでは,教員需要は

表2　潮木推計値と実績値の比較(東京都の小学校)

変 P 数 潮 木 推 計 19 85
(ケ ー ス II ) 実 碗 価 (資 料 )

6 0年 虎 児 変 数 8 60 .0 2 1 12 ,70 2 (基 本 調 査 )
6 5年 度 児 童 数 6 55 ,9 7 1 ;e 9 14 0
5 年 間 児 変 数 増 減 -2 04 ,0 50 ▼17 3 ,56 2

6 0年 度 教 員 数 (1) 33 ,1 41 3 5 61 4 (基 本 調 査 )
6 5年 度 教 員 数 (2) 28 ,4 38 3 2 29 1
5 年 間 教 員 数 増 減 (3) -4 ,7 03 3 323

6 1-6 5 定 年退 職 者 数 (4 ) 6 ,6 74

6 ,6 29 (退 職 者 , 年 度 末異 動 )

年 平 均 定 年 前 退 職 者 数 (6) 37 8
5 年 間 退 職 者 数 合 計 (8 ) 8 .56 4
(年 平 均 退 職 者 数 ) 1 ,71 3 1 ,3 26 同 上 , 年 平 均 )

1.3 31 (,離職 , 教 員調 査 8 8年 )

年 平 均 教 員 胃 要 数 (7 ) 77 2 6 61 *

5 19 (採 用, 年度 末 異 動 )

注:潮木(1985), 9貢の第1表及び57貫を元に作成。 *の数字は,実際の値を((3) 4
(S))/5で求めた数値である。ケ-スIIは,昭和60年度から65年度にかけて学
級定員の改善が行われた場合である。
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教員数増加分と退職者数の部分の和になっているから,

推計期間中の2つの部分の実樺債を調べてみよう。表

2は東京都を例にとって調べた結果である。

この表2から,それぞれの推計値について,以下の

ようにまとめられる。

1.1.将来の児童数推計値は,実際よりも過小であった。

1.2. 5年間の児童数減少を,実際よりも過大推計した。

1.3.将来の教員数推計値は,実際よりも過小であった。

1.4. 5年間の教員数減少を,実際より過大に推計した。

2.1.退職者数推計値は,実際よりも過大であった。

2.2.貴も想定されるケースIIでの年平均教員需要推計

値は,実際よりも過大であった。

以上より,東京都の小学校教員需要推計値が過大で

あったのは,児童数および教員数の過小推計と退職者

数の過大推計にあったことになる。

次に,児童数と教貞数,および退職者の推計につい

て,少し詳しく検討してみよう。

(a)教員数推計の問題

第1に,児童数と教員数の推計についてである。潮

木(1985)の将来の教員数推計値が過小に, 5年間の

教員数減少が過大に推計されたのは,なぜだろうか。

まず,厚生省人口問題研究所の中位推計値(昭和56年

11月推計)がどの程度正しかったかという問題があ

る。表3をみると,その後の出生数実績値と比べて56

年中位推計は1982年から1986年まで過小推計になっ

ている。この頃に生まれた子どもは1980年末には小学

生になっているから,中位推計に基づく児童数推計値

(1980年代末以降)も過小になっており, PT比の前

提債が正しければ,教員数推計値も過小になっている

はずである(図2)。東京都の場合,表2から明らかな

ように,事実そのようになっているのである。潮木推

計における,将来教員数推計値の過小推計(すなわち

5年間の教員数減少の過大推計)の原因は,人口問題

研究所の出生数中位推計値(昭和56年11月推計)の

表3　昭和56年11月中位推計値と実際の出生数

年
5 6 年 11 月 中 位

出 生 数 実 績
推 - 実

推 計 値 ( 0 歳 ) i f- *

198 1 1 ,53 4 千 人 1 ,52 9 ,45 5 5 千

198 2 1 ,47 7 1 ,51 5 ,39 2 一38

198 3 1 ,43 0 1 ,50 8 ,68 7 l 7 9

198 4 1 ,39 3 1 ,48 9 ,7 80 l9 7

198 5 1 ,3 66 1 ,43 1 ,5 77 l6 6

198 6 1 ,3 56 1 ,38 2 ,9 46 l2 7

19 87 1 ,3 57 1 ,34 6 ,6 58 10

19 88 1 ,3 64 1 ,3 14 ,0 06 5 0

19 89 1 ,3 77 1 ,2 46 ,8 02 1 30

19 90 1 ,3 95 1 ,2 2 1 ,5 85 1 73

19 9 1 1 ,4 21 1 ,2 23 ,2 45 1 98

19 92 1 ,4 53 1 ,2 08 ,640 2 44

19 93 1 ,4 91 1 ,188 ,282 3 03

60　　　　　　65年

図2　出生数の推計誤差

過小推計に起因しているのであるO

さらに,推計期間内のPT比をどの程度に設定する

かが,いま一つの問題である。潮木は,昭和65年度に

40人学級が実現している場合,その時のPT比とし

て, 58年PT比に40/45 (O.i　　を掛けた値を用い

ている。ある学校1学年の児童数が無限の債であるな

らばこれでよいが,実際には,多くても1学年数百人

である。 40人学級になれば,生徒数を40で割った時,

剰余が出れば1クラス増えるから,教員がもう1人必

要となり,実際のPT比は,40/45よりも小さな値にな

ろう。このため,潮木(1985)のPT比の推計値は過

大推定となり,教員数推計値は過小推計となる。

以上の状況を図示したのが図2である。児童数の過

小推計とP T比の過大推計の結果,教員数推計値が過

小になり,その結果, 5年間の教員増減数推計値の減

少数が過剰に大きくなったのである。

(b)退職者数推計の問題

次に,潮木モデルの第2の要素,退職者数の推計を

検討してみよう。前掲の表2から明らかなように,過

職者数の推計誤差が大きい。潮木推計では,東京都に

おける6ト65年の年平均退職者数推計値は, 1,713人と

されている。 「年度末異動の概況」によればこの期間の

退職者の年平均値は1,326人, 「教員調査」によれば

1988年度間の離職者は1,331人となっている。潮木推

計は400人近い過大推計になっている。都道府県別に

退職者数を比較検討したのが表4 (次貢)である。潮

木推計は「教員調査」 (1988年度間)よりも全国で約

4,000人過大推計であることがわかる。

なぜ,実際の退職者は推計よりも少なかったか,そ

の原因を3つの観点から検討してみよう。まず,第1

に,推計期間中の離職者率である。 『教員調査』の「異

動調査」から,性別・年令階級別離醜率の1980,

1986, 1992年の3時点の推移を図示したのが図3 (小

学校)である。小学校の場合,男子の離職率はほとん

ど不変だが,女子の場合, 1986年の離職率は, 50歳以

上55歳未満の年齢階層で1980年を上回り, 1992年に

は下回っている。従って,その後の定年前離職者数推
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表4　潮木(1985)の退職者推計値と実績値

実 蹄 値 潮 木 推 計 償 実 庸 値 潮 木 推 計 値

昭63 年度 平 3 年度 61-65:年 66-70年 昭63年度 平 3 年度 6ト65年 66-70年

北 海 道 8 88 1 .164 1 ,07 3 1 .33 9 大 阪 6 52 6 6 1 1 ,00 1 93 8
骨、 森 30 2 3 25 39 2 35 6 兵 庫 5 87 5 40 78 0 66 2

岩 手 33 7 3 12 43 8 35 0 奈 良 1 33 155 19 8 16 4

宮 城 40 8 2 67 45 7 30 9 和 歌 山 1 59 98 27 7 19 4

秋 EF 31 7 3 00 37 7 30 0 鳥 取 1 15 94 155 9 0

山 形 25 1 2 13 3 05 18 8 島 根 2 07 1 18 20 1 16 5

福 島 40 2 38 1 5 06 44 0 岡 山 3 19 2 45 3 92 27 5

茨 城 45 3 38 3 5 66 49 6 広 島 32 2 3 08 5 20 43 0

(S T 31 4 35 4 3 77 34 4 ll! 蝪 27 6 2 21 3 6 1 26 3

8J it 31 5 25 8 4 14 31 1 徳 島 15 0 1 91 2 33 16 0

埼 玉 63 4 63 4 7 79 712 ・ II 17 8 1 37 2 29 12 6

千 葉 60 5 60 0 7 51 662 愛 媛 34 3 2 51 3 42 28 6

東 京 1 ,33 1 87 0 1 ,7 13 1 ,189 高 知 19 0 2 08 2 33 15 0

W S JI 60 2 54 8 7 95 707 福 岡 60 0 5 02 7 36 720

新 潟 475 68 9 52 6 4 9 1 佐 賀 15 4 8 2 2 08 133

富 山 189 13 8 24 8 177 長 崎 298 26 8 3 57 3 26

石 川 197 10 6 26 8 119 熊 本 2 5 1 23 4 3 93 2 83

福 井 146 10 4 19 2 1 33 大 分 2 28 20 4 2 85 190

山 梨 162 11 4 18 6 1 48 宮 崎 2 07 16 4 2 57 1 83

長 野 3 77 32 7 44 6 3 23 魔 兜 島 4 37 39 3 3 78 2 78

岐 阜

静 岡

愛 知

4 07 31 5

5 31 486

8 11 948

39 2 3 67

57 8 59 3

90 1 8 17

沖 縄 2 13 23 1 1 94 2 15

各 県 計 17 ,1 66 1 5 .69 0 2 1 ,43 5 17 ,7 69

国 立 分 39 2 1

三 重

滋 賀

3 09 2 35

1 35 130

40 5 25 8

18 5 13 0

私 立 分 1 63 184

以上合計 17 ,3 68 1 5 ,8 95 4 ,06 7 1 ,8 74

京 都 2 49 184 43 4 28 1 (過 大 推 計 分 )

(注:実続値はT学校教員統計調査報告軌平成元年版,平成4年版による)

計に1980年の年齢階層別離職率を使用したのは,結果

的には妥当であったといえる。なお,中学校の場合も

女子は50歳未満の者の離職率は増大しているが,50歳

以上55歳未満の者の離職率は1980年と殆ど同じであ

る。

以上要するに,推計期間中(1986-1990年)の離職率

は,女子を中心に低下したが,推計の基準年である1980

年と比較すればこの期間の離職率は必ずしも低くない。

従って,離職率は決定的な要因とはいえないO

なお,退職者に関する資料にも問題がある。定年退

職者数の推計に使用する『教員調査』の「学校調査」

の年齢別教員数は, 10月1日現在の満年齢による人数

である。公立学校の場合,満60歳になった年度の年度

末に定年退職するから,定年退職すべき人の母数とし

a.is

O.ll
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a.ra

e.w

臥qT

a.re
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B.84
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図3　小学校教員の年齢別離職率の推移

て使うには,半年のずれがある。ここから若干の誤差

が発生しうる。なお,潮木モデルでは,全体の1割程

度を占める30歳以下の若年退職者を十分に考慮してい

ないが,実際の退職者数推計値は過大推計になってい

るから,実際上,差し支えない。

第3に,異種の学校間の人事異動を調べてみよう。

実際にどの程度の学校間の異動があったかは,推計値

ではあるが, 「人事異動の概況」で知ることができる。

平成3 (1991)年度末の概況によれば,小学校への転

入者は全国で817人,東京都で48人であった。数字と

しては小さい。 『教員調査』の「教員異動調査」によれ

ば, 1992年度内に全国で,県内の異種の学校から小学

校に転入した者は5628人,県外から転入した者は390

人,合わせて6018人となる。小学校から異種の学校へ

転出した者を含めて計算しても,小学校への転入者は

全国で112人でしかない。つまり,学校間の人事異動

の数はそれほど大きくはない。異なる学校種間の人事

異動の状況をモデルの中に組み込むことは簡単なこと

ではないし,この程度の数字であれば無視して差し支

えない。

以上,検討の結果,児童数推計については当時の厚

生省人口推計値の誤差に原因があること, PT比の推

計方法に若干の問題があることを指摘した。しかし,

退職者数の誤差については,原因は不明である。

3.本研究のモデル

本研究では基本的に潮木モデルに従ってモデルを構

築する。ただし, 3点ほどの技術上および変数上の工

夫を行った。モデルの全体構造は図4のようになる。

年齢階級別都道府県別人口中位推計値 ( 5 年おき)
↓

児童 .生徒数推計値 (各年)
↓← P T 比 (毎軌 592 6% 改善すると仮定 )

教員数推計値 (各年 )- 〉将来 5 年間の教員増減数- -
↓

年齢階級別離職率 教員需要数推計値
(1992年) (各 5 年間)
↓ ↑-

年齢階級別教員数 l 〉各 5 年間の退職者数推計値M

(1992年 ) (定年退職 + 定年前退職)

図4　本研究のモデルと変数

潮木モデルと異なる第1の点は,児童生徒数推計の

元になる年齢別人口のデータである。潮木は,各年の

出生数から出発し,小学校への入学までの「死亡率」

などいくつかの補正を行っている。本研究では,厚生

省人口問題研究所の年齢階級別( 5歳単位)都道府県

別人口中位推計値(平成4年10月推計・年齢別純移動
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率が縮小した場合)を使用した。この推計値は, 1990

年以降5年おきに2010年まで示されている。このデー

タは,将来の都道府県間の人口移動も考慮している。

そのため,潮木のような学年間の推移確率や「死亡率」

の補正をしなくても済むという長所がある。将来各年

の小学校および中学校の児童生徒数推計値は,表5の

児童数推計式を使って,各県の5歳刻みの推計人口か

ら計算した値に,その式で推計される1994年の児童数

で1994年の児童数実績値を割った調整値を掛けたもの

を使用した。2)中学校生徒数の推計式は省略するが,原

理的には全く同じである0 3)

第2に,将来のPT比をどの程度に設定したら艮い

かが問題になる。教職員配置改善計画は,第1次計画

(昭和34-38年度)以降続けられており,現在は第6

次計画(平成5-10年度の6年釦の途上にあるO各計

画期間内にPT比がどのように改善してきたかを鳥か

んしたのが図5である。これより改善計画に歩調を合

わせるようにしてPT比が改善していることが一目瞭

然である。

本研究では,第6次計画期間中に,小学校と中学校

の教員PT比は,いずれも各県均- ・各年均一に年率

0.5926%で改善するものとした。同計画では,小学校・

中学校については,平成5年度から10年度までの6年

表5　推計人口から児童数の推計式

年齢 特 級 別 人 ロ推 計 値 各 年 の児 藍 敷 推 計 式

19 95 0 【 4 P 9 S 1 19 95 F S T U B 1〉こ P 95 (2い 15/2 0 + P 9 50 )' 9 /20

辛 5 - 9 P g 耳2) 19 96 F S T iro e :ト P 95 I3 - 19/2 0 + P 950 )' 5 /20

10 - 14 P 9K 3 19 97 FS T U D H F P 95(l)・3 /20 十P 95 (2卜 20/2 0 + P9 5B )' 1 /20

15 - 19 P 9H 4) 19 98 F S T U H 錬 p oo l:か 7′2 0 + P 000 )蝣17 ′20

19 99 F S T U K 51- P 00 (2) ・11/2 0 + P OOO )・13 /20

20 00 0 - 4 P OOU 20 00 F S T U W 紡 P 00 (2) ・15/2 0 + P 00 3 )・ 9 /20

年 5 l g P 0α2) 20 0 1 F S T U D f拝 P 00 12) ・19/ 20 + P 00(3 )・ 5 /20

10 】 14 P 0α3) 20 02 F S T U M 8)- P OO(l)・3 /20 + P 00 (2) - 20/ 20 + P 00(3)・ 1′20

15 - 19 P 0W 4 20 03 F S T U IX 9)- P 05 I2) ・ 7/ 20 + P 05Q )' 17 /20

(略)

以 下 略 20 12 F S T U 叫 != P 10 0 )- 3 /20 + P 10 (2) ・20/ 20 + P 10(3)・ 1/20

事■1 此 ●計T l it
5 0

2 , 3 4 次
4 5

5 扶

4 0

1
I

i

c

午

蝣- # ・ 4 5 aC
4 S{2 事 Ⅰー O S) 、 IS) 0 , CZe, o n

2 3 26 27 29 3 1 33 35 37 39 一1 43 45 47 49 5 1 S3 S 5 57 59 6 1 S3 2 4

図5　戦後における小学校のP T比の改善状況

間に27,031人の教職員定数が増加するよう計画されて

いる。このうち学校栄養職員分1,170人および事務職

員分1,389人分を除いたものに,これとは別枠で設け

られている研修等定数1,000人分を加えた25,472人

が, 6年間に増員されることになる。 1年平均で4,245

人の増加となるが,これは, 1993年の小学校および中

学校の本務教員数716,331人を分母として,年率

0.5926%に相当する。

第3に,定年退職者および定年前退職者の計算にあ

たっては,その次の5年間には,その前の5年間迄に

退職した者を除いた残りの者に対して年齢別離職率(男

女計, 1992年)を掛け合わせて退職者数を推計した。

将来の離職率は1992年実績通りとし,各県同一値とす

る。なお『教員調査』には各県の年齢別教員数の実数

は掲載されていないため,教員数は,年齢階層別(5

歳単位)構成比(%)に「学校調査」の本務教員数(各

県・国公私合計)を掛けることによって計算した。 4)

本論文では,将来人口動態が中位推計値に従った場

合を中心に分析結果を報告する。また,第6次教職員

配置改善計画が1998年度で終了しそれ以後のP T比の

改善がないケースと, 1999年度以後もそれ以前と同様

のペースでPT比が改善するケースの2通りについて,

推計を行う。

4.全国の教員需要推計: 1993-2012
年

(1)小学校

今後の出生数が中位推計通りに推移すれば, 21世紀

に入ってからの教員需要は,目を見張るほど急増する。

表6に示すように,1993-1997年の5年間の全国の小学

校教員平均需要数は8,300人を下回る程度であるが,

1998-2002年以降,急激に上昇する。その後の増加の程

表6　全国の小学校教員の需要推計表

中 位 推 計 低 位 推 計

P T 比 年 率 0 ー5 9 % 改 善 P T 比 年 率 0 .59 % 改 善

19 8 8 年 ま で 9 9年 以 後 継 続 19 9 8 年 ま で 9 9年 以 後 継 続

19 9 1 年 度 採 用 数 16 .2 29 1 6 ,2 2 9 1 6 ー2 2 9 1 6 ,2 2 9

* t 19 9 3 ー1 99 7 8 ▼2 82 8 ,2 8 2 7 .9 3 9 7 ,9 3 9

負 19 9 8 - 2 00 2 10 ,4 6 2 1 2 .4 0 6 7

17

2 8 8 9 14 6

育 20 0 3 ー2 00 7 24 .3 8 6 二7 .3 4 1 6 8 6 2 0 13 4

* 20 0 8 - 2 0 12 29 ,8 1 7 3 3 ,4 15 2 4 5 8 6 2 7 34 0

K 19 9 3 - 1 99 7 -6 ,5 4 0 - 6 ,5 4 2 l6

l6

1

8 9 0 一6 8 9 0

負 1 99 8 - 2 0 0 2 ▼3 ▼4 9 1 l 1 5 4 7 6 6 6 l 4 80 3

増 2 0 03 - 2 0 0 7 6 ,5 9 5 9 54 5 - 1 0 9 . 2 33 7

s 2 0 08 - 2 0 1 2 6 ,7 4 4 1 0 3 42 ,5 1 3 4 26 7

過 1 9 93 - 1 9 9 7 1 4 ,8 2 6 1 4 y jt> 14 ,8 2 6 1 4 ,82 6

職 1 9 98 -2 0 0 2 1 3 .9 4 8 1 3 9 -IS 13 .9 4 8 1 3 94 8

者 2 0 03 -2 0 0 7 1 7 ,7 9 4 17 ,7 94 17 ,7 9 4 r 79 4

敬 2 0 08 -2 0 1 2 2 3 .0 7 5 2 3 0 75 23 .0 7 5 2 3 ,0 75

注:この数字は各都道府県の推計値の合計である。従って,教員需要数は
教員増減数と退職者数の合計と一致しない場合がある。表8でも同様。
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度は,第6次教職員配置改善計画の終了後何らの改善

計画が行われない場合と,終了後も第6次計画と同等

のペースでPT比が改善する場合とでは,かなり異な

る。

何らの改善計画が行われない場合,年平均需要数は

1998-2002年には1年平均10,462人であるが, 2003-

2007年度には24,386人, 2008-2012年には29,817人

になると見込まれる。他方,第6次計画終了後, 1999

年以降も,引き続き第6次計画と同等のペースでPT

比が改善する場合,教員需要はもっと大きくなる。

1998-2002年には年平均12,406人, 2003-07年には

27,341人, 2008-12年には33,415人にもなる。いずれ

の場合においても, 2008-2012年の需要数は3万人程度

以上となるが,これは,現在の小学校課程定員約9千

人の3.3倍から3.7倍にもなる計算になる。

参考までに,今後の出生数の増加が期待できないこ

とを想定した低位推計に基づく教員需要推計値を調べ

ておこう1999年度以後に何らの改善計画が行われな

い場合, 1998-2002年の需要数は, 1993-1997年よりも

低下し, 7,288人にまで落ち込む。教職への就職は,ま

すます困難になる。第7次改善計画が直ちに実施され

れば, 9,146人程度になる。低位推計通りに推移すれ

ば, 2003年以降においても,教員増減の効果は小さ

く,中位推計の場合よりも需要数は5,000人以上も下

回る。

退職者数が5年単位でしか推計できないため,需要

数も5年単位で推計してきたが,これでは毎年の微細

な変化が読み取りにくい。そこで,各5年間の退職者

数を隣接する5年間の区間の退職者数と比例配分しな

がら平滑化して, 1年単位の退職者数を算出し,需要

数を各年単位に推計した。計算の技術上,あくまでも

概数として理解しなければならないが,需要の変化が

おおよそ把握できる。

その結果を図6に示した。小学校の教員需要の底は

需要数

単位・千

1996年であり,中位推計の場合,需要数のピークは2009

年ころに訪れるようだ1997年以後13年間,需要数は

毎年増加を続けることになる。

教員需要の2つの構成要素である教員数増減(児童

生徒数増減)と教員退職者は,推計期間中に教員需要

にどのように寄与するのだろうか。今後の出生数の推

移が中位推計に従った場合に限って分析しよう。まず,

教員増減分は,当分の間マイナスであるが, 2003-2007

年以降プラスに転じ, 2008-2012年もほぼ同水準で推移

iwm

他方,退職者数も急増する　2003-2007年には年平均

退職者は約1万8千人,2008-2012年には約2万3千人

にもなる。このように退職者が大量に発生する理由は,

1978年前後の数年間に教員に採用された者(現在35-40

歳)が非常に多く, 「団塊の世代」を形成しているから

である。 20年後にはかれらは大量に退職しはじめるの

である。 2008-2012年の推計退職者数24,463人の

54.9%が定年退職者で占められる(表7)。 2012年を過

ぎても,上記の団塊の世代の定年退職が続くため,敬

員需要は引き続き大きいままで推移するであろう。

教員数増減の効果と退職者の効果は,どちらが大き

いのだろうか。教員増減の最大値と最小値の間の幅(戟

囲)は約1万3,300人(改善が1998年で終了する場合)

ないし約1万7,000人(1999年以後も改善が継続する

場合)であり,退職者数の最大値は約23,000人であ

るo　これより,教員需要を決定する要因としては,敬

員増減(児童生徒数)効果よりも退職者効果の方が大

きいことが明らかである。

表7　退職者に占める定年退職者の割合

小 学 校 中 学 校

年 間退 職 者 う ち 定 年 退 職 者 年 間退 職 者 う ち 定 年 退 職 者

19 9 3 - 19 9 7 1 4 ,8 2 6 7 ,9 0 9 (5 3 .3 % ) 9 .8 4 6 5 ,0 5 0 (5 1 .3 % )

19 9 8 - 20 0 2 1 3 ,9 4 8 5 ,8 3 5 (4 1 .8 9 ,2 1 8 4 ,3 5 9 (4 7 .3 )

2 0 0 3 - 20 0 7 1 7 ,7 9 4 7 ,7 9 5 (4 3 .8 ) 9 .8 8 0 4 ,4 0 3 (4 4 .6 )

20 0 8 - 20 12 2 3 ,0 7 5 1 2 ,6 6 1 (5 4 .9 ! 1 2 .3 8 3 6 ,6 3 0 (5 3 ー5 )
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(2)中学校

中学校の教員需要の変動は,学年進行のため,当然,

小学校よりも数年遅れる。小学校は1996年ころに需要

の底か訪れるが,中学校では1998-2002年が「底」と

なり, 2,326人にまで落ち込む(表8)。しかし, 2003

年以降,小学校以上に急速なスピードで需要が増大す

る。それは,小学校よりも中学校の修業年限が短いた

めであろうO

表8　全国の中学校教員の需要推計表

中 位 推 計 低 位 推 計

P T 比 年 率 0 .5 9 % 改 善 P T 比 年 率 0 . 59 % 改 善

19 8 8 年 ま で 9 9年 以 後 継 続 1 9 9 8 年 ま で 99 年 以 後 継 続

19 9 1 年 度 採 用 数 1二.0 19 12 ,0 1 9 1 2 .0 1 9 12 ,0 1 9

敬 19 9 3 - 1 99 7 6 .1 94 6 ,0 9 4 6 ▼0 9 2 6 ,0 9 2

負 19 9 8 - 2 00 2 2 ,3 26 3 .4 7 1 2 3 2 7 3 ,4 7 1

育 20 0 3 - 20 0 7 7 .00 7 8 ,3 5 0 5 4 7 5 6 ▼7 3 2
5 ? 20 0 8 一20 1 2 1 6 ,29 1 18 ー1 6 4 1 2 3 4 1 1 3 ▼7 9 2

K 19 9 3 - 1 99 7 - 3 ,75 2 -3 ,7 5 2 ▼3 7 5 4 ー3 .7 5 4

負 19 9 8 - 2 00 2 - 6 ,89 1 -5 ,7 5 1 l 6 S 9 1 l 5 7 4 9

m 20 0 3 - 2 00 7 - 2 ,8 -1 .5 2 5 ▼4 4 0 0 一3 1 4 4
派 20 0 8 - 2 01 2 3 ,9 0 8 5 ,7 8 5 l 4 2 1 4 1 4

過 19 9 3 - 19 9 7 9 .8 4 6 g ▼8 46 9 ,8 4 6 9 8 46

職 19 9 8 - 20 0 2 9 ,2 18 9 ,2 18 9 .2 1 8 9 : is

者 20 0 3 - 20 0 7 9 ,8 8 0 9 .8 80 9 ,8 8 0 . 9 ss o

サ 20 0 8 -2 0 1 2 1 2 ,3 8 3 12 ,3 83 1 2 ,3 8 3 i: 38 3

今後の出生数が中位推計通りに推移し, 1999年以後

に教職員定数改善がない場合,教員需要は2003-2007

年には1998-2002年の3.0倍, 2008-12年には2003-

2007年の2.3倍になる。

1999年以後も第6次計画と同等のペースでPT比が

改善すれfcf, 1998-2002年の需要数は年平均3 , 471人程

度となる。この頃,中学校教員市場は極端に悪化して

いるが, 1999年度からの「第7次」の定数改善がなさ

れれば,需要数が1,145人増加する。就職市場へのテ

コ入れとして,また将来における教員の年齢構成の歪

の除去としても, 1999年以降の定数改善の継続はぜひ

とも必要である。

各年の状況は図7に示すとおりである1996, 1997

需要敬

単位・千

年に教員需要が一時的に上昇することが見込まれる。

これは, 1982-84年の3年間,出生数がほぼ前年並で推

移したため, 1996, 7年の生徒数が減少せず,従って必

要教員数も減少せず,結果的に退職者とほとんど同数

の教員需要数が見込まれるからである。しかしその後

の数年間, 1985年以降の出生数の急激な低下のため需

要が減少し,しばらく就職状況は低迷する。中学校の

場合,就職状況が好転するのは, 2003年を過ぎてから

になる。それ以後,需要は一貫して増加する。需要数

のピークは,本研究の推計期間を越え,小学校よりも

4-5年位遅れた2013年ないし2014年頃になろう。

退職者数は,表7 (前掲)のように, 2007年以前は

年平均1万人以下だが, 2008年以後になると増加す

る。小学校の場合と同様,定年退職者の割合が急増す

る。

5.小学校教員需要の都道府県別推計

(1) 5年単位にみた各県の需給変化

前節までの全国の推移はあくまでも全体の話である。

各都道府県の状況は極めて多様である。

今後の出生数が厚生省将来人口中位推計値に従った

場合の,都道府県別小学校教員需要推計値を示したの

が表9である。推計値は, 1999年以後に第6次改善計

画並のPT比の改善が行われなかった場合(左)と行

われた場合(中央)について列挙しており,右賢には,

参考までに推計退職者数を挙げている。

ここでは, 1999年以後も定数改善が行われた場合に

ついて,各都道府県の状況の違いを分析し考察しよう。

1998-2002年には,東北,九州を中心とする18道県

では前期よりも需要が減少するが, 29都府県では需要

が上昇する。増加の府県のうち,神奈川県,京都府,

奈良県,香川県では前期の2倍以上になり,埼玉県で

は4.8倍,千葉県では6.0倍にもなる1998-2002年に

図7　全国の中学校教員需要の各年推計
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表9　都道府県別小学校教員需要推計結果

教 員 需 要

退 職 者 数
19 9 8 年 まで P T 比 改 善 19 9 9 年以 後 も P T 比 改 善

93 - 9 7 9 8 - 0 2 0 3 - 0 7 8 - 1 2 9 3 - 9 7 9 8 - 0 2 0 3 - 0 7 0 8 - 12 9 3 - 9 7 9 8 - 02 0 3 - 0 7 0 8 - 12

北 海 道 90 9 5 3 6 9 0 3 1 ,0 13 9 0 9 6 28 1 ,0 3 3 1 ,1 66 1 ,3 0 6 9 0 0 7 8 0

i? ォ 1 6 7 4 1 1 8 1 24 1 1 6 7 66 2 1 3 2 76 3 2 0 2 3 1 2 1 5 2 3 5

岩 手 1 6 2 6 0 1 9 0 25 0 1 6 2 8 7 2 2 7 2 9 3 2 8 5 19 8 1 7 3 2 0 0

宮 城 1 0 0 12 8 4 3 1 57 2 1 0 0 16 3 4 8 6 6 4 3 2 4 5 2 4 8 3 1 1 3 9 5

秋 田 1 1 8 1 0 0 17 5 1 1 8 2 1 1 2 3 2 0 2 2 3 7 7 1 4 9 1 2 9 15 2

山 形 9 4 2 9 1 5 0 2 6 3 9 4 5 1 1 7 8 2 9 8 1 7 1 15 1 1 6 1 2 1 4

福 島 1 9 7 12 9 3 1 4 4 2 9 1 9 7 16 7 3 6 5 4 9 3 3 2 9 2 9 5 2 8 3 3 1 4

茨 城 1 7 5 2 3 4 5 7 2 75 0 1 7 5 28 3 6 5 0 8 5 2 3 5 5 2 8 8 3 4 0 4 8 5

栃 木 1 6 6 14 3 3 5 7 4 7 5 1 6 6 17 7 4 1 0 5 4 3 2 7 2 2 0 3 2 2 7 3 1 5

群 馬 1 1 3 13 5 3 5 7 4 4 9 1 1 3 16 6 4 0 6 5 10 2 2 7 19 3 2 2 7 3 2 2

埼 玉 2 3 0 1 ,0 0 0 1 ,9 4 3 2 , 14 5 2 3 0 1 , 10 2 2 ,1 3 4 2 ,3 9 1 4 8 0 5 7 9 9 8 0 1 ,4 2 5

千 葉 1 2 5 6 5 7 1 ,5 2 3 1 ,7 9 8 1 25 7 4 5 1 ,6 8 1 2 ,0 0 2 4 2 4 4 8 3 8 0 7 1 ,2 0 4

東 京 63 6 1 ,0 0 0 2 ,0 4 5 2 ,2 8 2 6 36 1 , 13 9 2 ,2 4 1 2 ,5 1 1 1 ,1 0 9 1 ,2 6 0 1 ,8 2 8 2 ,0 0 5

神 奈 川 47 4 1 ,0 6 8 2 ,03 7 2 ,1 0 1 4 74 1 , 18 0 2 ,2 3 0 2 ,3 3 9 6 8 1 8 2 8 1 ,2 7 3 1 ,5 3 4

新 潟 19 7 1 4 4 42 1 5 3 9 1 97 18 6 6 1 3 3 7 6 3 2 7 3 4 9 4 0 9

富 山 . 6 0 8 2 1 75 2 3 4 6 0 1 0 0 2 00 2 6 4 1 40 1 2 2 1 3 7 1 9 4

石 川 7 8 1 1 9 2 4 6 2 9 7 78 1 3 8 2 76 3 3 3 1 46 1 5 5 1 82 2 3 1

福 井 7 3 14 4 1 8 4 16 5 2 0 8 12 6 1 1 8 1 30 1 4 9

山 梨 6 5 7 6 15 9 2 2 4 6 5 9 2 18 2 2 5 3 8 9 9 2 1 16 1 6 4

長 野 2 0 3 1 5 4 3 4 2 4 0 1 2 0 3 1 8 9 3 9 5 4 6 5 2 9 0 2 1 2 2 2 0 ′ 2 8 1

岐 阜 1 4 4 14 1 3 6 5 4 6 1 1 4 4 1 75 4 1 5 5 2 0 2 5 4 2 0 3 2 6 9 3 6 8

静 岡 2 1 7 25 4 6 4 3 78 6 2 1 7 3 07 7 2 5 3 8 8 3 8 9 4 6 2 5 9 5

愛 知 5 5 2 69 3 1 ,4 1 5 1 ,57 9 5 5 2 79 6 1 ,5 7 6 1 ,7 67 7 5 8 7 24 9 8 9 1 ,2 7 5

三 重 1 5 3 15 8 3 5 7 45 8 1 5 3 19 2 4 0 8 5 17 2 1 7 2 03 2 6 2 3 7 7

滋 賀 7 0 13 3 2 9 6 4 1 7 7 0 15 7 3 3 6 47 0 1 1 2 1 14 1 6 3 2 73

京 都 6 4 2 0 8 5 9 8 75 9 6 4 2 4 7 6 5 8 83 1 2 0 7 2 48 4 2 3 6 24

大 阪 5 0 1 9 6 9 2 ,0 8 9 2 ,3 6 0 5 0 1 1 ,0 9 1 2 ,2 7 8 2 ,57 6 7 9 6 9 9 1 1 ,6 1 7 2 ,0 72

兵 庫 3 2 9 5 5 1 1 ,2 1 6 1 ,5 0 8 3 2 9 6 3 6 1 ,3 4 8 1 ,67 0 5 5 0 5 74 8 6 5 1 ,1 79

奈 良 5 8 1 6 7 3 9 0 4 9 6 5 8 19 2 4 32 5 5 0 1 3 8 16 0 2 3 9 3 5 9

和 歌 山 64 6 0 2 3 7 3 1 3 6 4 2 6 6 3 4 5 1 3 3 1 3 9 2 0 8 2 9 1

鳥 取 24 2 5 1 0 5 1 6 1 2 4 3 6 1 2 1 18 1 7 7 7 3 8 9 12 3

島 根 4 4 14 1 1 9 9 6 8 6 0 1 62 2 2 6 1 32 1 16 1 2 3 15 7

岡 山 1 34 1 2 5 36 8 13 4 1 5 8 4 17 5 4 8 2 36 2 1 7 2 6 3 3 8 6

広 島 1 74 2 3 6 59 8 7 4 9 1 7 4 2 8 5 6 72 8 3 8 3 33 3 1 4 4 32 5 9 5

山 口 67 3 9 18 5 3 0 2 6 7 6 2 2 17 3 4 1 2 09 1 5 3 1 6 1 2 4 8

徳 島 58 5 6 14 7 1 9 7 5 8 7 2 16 8 2 2 2 1 34 1 2 0 1 33 1 7 2

香 川 15 3 3 14 5 2 4 7 15 4 9 16 8 2 7 4 8 5 8 5 1 19 2 0 4

愛 媛 9 9 4 3 19 1 2 9 8 9 9 22 5 3 3 8 20 2 1 5 9 1 76 2 4 4

高 知 3 5 14 2 2 2 9 3 5 2 5 16 4 2 5 4 13 0 1 0 1 12 7 2 0 0

福 岡 15 5 2 0 7 7 8 5 1 ,1 3 5 15 5 2 7 7 8 9 2 1 ,2 7 1 47 6 4 1 4 5 3 7 8 3 9

佐 賀 6 1 3 3 11 0 1 7 5 6 1 13 1 2 0 1 1 10 9 5 1 3 0

長 崎 1 2 9 5 0 1 7 5 2 6 7 12 9 7 6 2 1 0 3 0 9 2 6 8 1 9 9 1 7 4 2 1 2

熊 本 1 6 8 6 4 2 2 6 3 4 6 16 8 9 6 2 6 9 3 98 2 9 7 2 30 2 2 5 2 75

大 分 4 7 1 8 5 25 4 6 9 2 1 5 2 90 2 1 4 1 79 1 7 0 2 04

宮 崎 9 5 22 1 4 4 2 16 9 5 4 1 1 6 9 24 8 1 8 5 1 54 1 3 1 16 1

鹿 児 島 19 8 1 0 1 2 4 2 3 0 1 1 9 8 13 4 2 8 6 35 4 3 5 1 29 1 2 4 1 2 2 4

沖 縄 1 9 7 18 4 3 0 1 2 9 4 1 9 7 2 0 9 3 3 8 33 5 2 2 6 2 6 8 2 3 3 2 5 2

全 国 !,4 0 0 1 0 ,9 8 6 2 4 ,9 4 1 3 0 ,14 7 !,4 0 0 1 2 ,9 4 6 2 7 ,9 4 9 3 3 ,8 2 0 l i .i 1 3 ,9 3 7 1 7 ,7 6 4 2 3 ,0 8 2

各 県 計 8 ,2 8 2 1 0 ,4 6 2 2 4 ,3 8 6 29 ,8 1 7 8 ,2 8 2 12 ,4 0 6 2 7 ,3 4 1 33 ,4 1 5 1 4 ,8 2 6 1 3 ,9 4 8 1 7 ,7 94 2 3 ,0 7 5
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おける需要増大は,実は,関東,関西を中心とする一

部の大都市地域の都府県における急増なのである。し

かも,これら大都市地域では,急増が早くから生じる。

2003-2007年になると,全国の全ての都道府県で需要

が増大するようになる。中でも,前期の3倍にもなる

県は12県あり,秋田県は5.9倍,高知県6.6倍にもな

る　2008-2012年になると需要増大の勢いは弱まるが,

ほとんど全ての都道府県でなお需要は増加し続ける。

さて,需要数の絶対数の変化も重要であるが,需要

変化の相対的な大きさも重要である。 4つの推計期間

における,需要数の平均値に対する最大値と最小値の

間の幅の大きさ(平均偏差)を計算し,図示したのが,

図8である。数値が大きいほど,教員需要の変動が激

しいことを示している。

2.2

2

I.8

1.6
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I.2

1
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0
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図8　都道府県別の教員需要の変化率

全国最大は,香川県で2.05である。すなわち,香川

輿では,需要数が最低の1993…97年の15人と最大にな

る2008-12年の274人の間の偏差は259人であるが,

これは20年間の需要数平均値127人の2.05倍にあた

る。そのほか,需要数の変動が大きいのは,_千葉県

(1.65),京都府(1.70),奈良県(1.60),鳥取県

(1.73),山口県(1.62),高知県(1.92),福岡県(1.72)

などである。これらの府県では,就職の好況と不況が

ドラスティックに訪れる。これとは逆に,北海道(0.58)

と沖縄県(0.52)では変動が目だって小さい。その理

由については,第7節で述べることにする。

(2)需要変化の時期からみた各県の分類

以上,需要の推移を検討してきたが,増加が始まる

タイミングには,都道府県による違いがあることが明

かであった。そこで,増加の時期とその大きさで47都

道府県を分類してみよう。

表10は,縦に20世紀未の需要数変化率(1998-2002

年の需要数/1993-1997年の需要数)を,横に21世紀

初頭における変化率(2003-07年の需要数/1998-2002

年の需要数)をとってクロスさせたものである。この

表から,都道府県を4つのタイプに分類できるO

第1のタイプは, 「早期増加型」である。需要数が他

の県に先立って20世紀末に急増し,21世紀初頭には需

要がやや低下するタイプである。表10の左上のセルに

位置する埼玉県,神奈川県がその典型である。

表10　小学校教員需要の増減パターン

需要増加率
2003 年 l07 年/ 1998-2002 年

2 倍未満 2 倍以上 3 倍未満 3 倍以上

98-2002 年

2 倍 埼玉, 神奈川 千葉 , 滋賀 , 京都 香川

以上 (早期増加塑 ) 大阪, 奈良 (継続増加塑 )

1 倍

以上

: e

東京, 福井 宮城 , 茨城 , 栃木 和歌山

山梨, 愛知 群馬 , 富山, 石川 鳥取
沖縄 岐阜 , 静岡, 三重

兵庫 , 岡山, 広島
福岡

1993-97 m
T iiS 徳 島

u s

未満

北海道

(成長停滞塾)

岩手, 福島, 新潟

長野, 島根 , 佐賀
長崎, 熊本
鹿児島

青森 , 秋 EE,

山形 , 山口,
愛媛 , 高知 ,
大分, 宮崎

(後発増加型 )

第2のタイプは, 「継続成長型」である。 20世紀末に

需要は増大し,引き続き21世紀に入っても需要が増加

する県である。香川県を典型に,千葉,滋賀,京都,

大阪,奈良などの府県がこれに属する。

第3のタイプは, 「後発増加型」である。 20世紀末に

は需要数は低下するが, 21世紀に入ってから需要が増

大するタイプである。青森,秋田,山形,山口,愛媛,

高知,大分,宮崎などの県である。東北,中国,四国,

九州に多いのが特徴である。

第4のタイプは, 「成長停滞型」である。北海道は20

世紀未には需要数は低下し,その後21世紀に入っても

2倍未満の低成長しか見込めないであろう。

6.中学校教員需要の都道府県別推計

(1) 5年単位にみた各県の需給変化

小学校の場合と同様,今後の出生数が厚生省将来人

口中位推計値に従った場合の都道府県別の教員需要推

計値を示したのが表11である。

以下, 1999年以後も定数改善が行われた場合につい

て考察しよう1993-97年から1998-2002年にかけて全

国で中学校教員需要は6,094人から3,471人へと減少

する。特に減少の激しい県は,青森県(0.21倍),秋田

輿(0.03倍)、島根県(0.22倍)、山口県(0.07倍),徳

島県(0.22倍),香川県(0.26倍),愛媛県(0.18

倍),高知県(0.03倍),宮崎県(0.18倍),鹿児島県

(0.26倍)など,東北,中国,四国,九州の県が多

い。

これとは逆に,需要が上昇する県がある。埼玉県で

-84-



表11都道府県別中学校教員需要推計結果

教 員 需 要
退 職 者 数

1 9 9 8 年 まで P T 比 改 善 19 9 9 年 以 後 も P T 比 改 善

9 3 - 9 7 】02 0 3 - 0 7 8 - 12 9 3ー9 7 9 8 - 02 0 3 - 0 7 8- 12 9 3 - 9 7 9 8ー0 2 0 3 -0 7 8 - 1 2

北 海 道 5 6 3 1 27 2 0 4 5 4 1 5 6 3 18 4 2 6 4 6 1 9 7 8 8 5 9 2 45 7 4 6 7

w 2 1 1 28 2 8 1 02 2 1 1 4 4 4 3 12 0 2 2 6 1 7 5 14 6 1 1 9

岩 手 1 6 4 1 1 1 24 1 6 4 2 8 6 5 14 5 1 7 0 14 0 12 8 1 2 4

宮 城 1 3 2 23 9 5 2 73 1 3 2 4 5 1 1 9 3 0 8 1 8 4 17 5 18 5 2 0 4

秋 田 1 4 1 2 0 75 1 4 1 3 1 1 4 6 10 1 10 1 9 2

山 形 9 2 26 2 4 1 10 9 2 4 0 3 7 12 6 1 0 2 10 2 1 03 11 0

福 島 2 4 9 62 4 4 1 69 2 4 9 19 9 2 4 1 19 3 1 67 15 3

茨 城 1 3 2 34 1 5 9 4 12 1 3 2 6 2 1 9 3 46 2 2 0 5 19 6 2 14 2 8 3

栃 木 1 3 3 40 9 3 2 33 1 3 3 6 0 1 1 5 26 5 1 6 2 14 7 1 49 16 3

群 馬 9 2 1 1 1 0 2 2 6 7 9 2 3 0 1 2 5 30 0 1 3 8 13 0 1 4 6 19 4

埼 玉 ー1 1 1 6 7 7 0 8 1 ,3 33 - 1 1 22 1 7 9 2 1 ,4 7 2 3 1 8 37 0 5 0 8 73 3

千 葉 5 8 69 5 0 7 1 ,0 3 9 5 8 1 1 5 5 7 2 1 ,14 6 2 8 1 32 9 4 5 2 6 19

東 京 2 2 6 1 03 6 1 4 1 ,1 9 1 2 2 6 1 7 6 7 0 2 1 ,2 9 8 7 8 2 68 2 7 7 6 1 ,08 1

rr ^ n i 7 8 2 40 6 9 3 1 ,2 8 5 7 8 3 0 1 7 7 8 1 ,4 1 5 4 3 7 46 5 6 0 5 82 7

新 潟 2 0 7 4 5 6 7 2 1 1 2 0 7 6 9 9 2 2 4 5 2 5 8 2 03 1 8 7 1 74

富 山 3 7 23 4 4 1 28 3 7 3 3 5 5 1 4 3 8 1 10 7

石 川 3 8 24 7 6 1 58 3 8 3 5 1 7 6 8 5 1 0 4 12 3

福 井 5 2 25 3 6 9 1 5 2 3 4 4 6 10 3 5 8 6 2 6 7 8 3

山 梨 3 0 25 4 7 1 20 3 0 3 5 5 8 13 5 5 0 5 4 7 1

長 野 1 4 0 52 1 2 1 1 4 0 7 5 1 4 8 32 5 1 9 0 15 7 1 8 5 2 0 9

岐 阜 8 2 10 1 0 2 2 64 8 2 3 1 1 2 6 29 6 1 5 7 12 7 1 5 2 2 0 7

静 岡 2 1 5 75 1 7 5 4 60 2 1 5 10 9 2 1 4 5 14 2 7 7 2 5 4 2 8 3 3 5 2

愛 知 1 3 4 18 2 4 8 7 1 ,0 16 1 3 4 2 3 9 5 5 8 1 , 1 16 4 1 5 4 2 4 5 5 0 7 6 5

三 重 8 5 3 9 、1 0 6 2 54 8 5 5 8 1 2 9 2 8 6 1 1 4 11 9 1 4 5 2 0 0

滋 賀 4 1 3 3 1 0 2 2 16 4 1 4 7 1 2 0 2 4 2 7 4 7 9 1 02 13 8

京 .都 】2 4 1 7 3 3 9 4 - 2 4 2 8 1 9 8 4 3 1 1 4 1 15 6 2 0 7 2 9 3

大 阪 1 5 4 2 2 5 7 3 5 1 ,4 09 1 5 4 2 9 4 8 2 2 1 ,5 3 1 5 8 6 6 6 6 7 89 1 , 11 8

兵 庫 2 1 3 9 5 4 1 2 8 3 1 2 1 3 14 4 4 7 6 9 1 9 3 4 6 3 6 1 4 53 6 1 9

奈 良 2 0 2 5 1 2 1 2 6 1 2 0 3 9 1 4 0 2 8 9 9 2 10 1 1 2 1 17 5

和 歌 山 7 9 2 1 7 0 18 0 7 9 3 4 19 8 8 5 9 2 1 2 7 16 1

鳥 取 4 8 12 2 5 4 8 18 3 2 5 8 5 1 5 6 48 4 9

島 根 8 5 2 2 8 5 8 5 19 3 2 7 3 7 0 7 6

岡 山 2 4 9 1 2 3 0 4 3 1 1 2 2 5 8 1 5 1 13 5 1 49 17 9

広 島 1 1 5 5 1 1 6 5 3 8 5 1 1 5 7 9 1 9 8 4 3 0 2 1 2 2 0 3 2 3 1 2 9 1

山 口 1 3 4 一 2 0 15 6 1 3 4 3 6 17 7 1 7 6 13 0 1 04 13 1

徳 島 6 5 3 2 10 5 6 5 14 4 2 11 7 7 4 7 1 75 9 6

香 川 3 4 _1 4 3 1 15 3 4 5 3 13 0 6 2 6 5 8 1 10 0

s * <& 1 1 9 3 7 13 3 1 1 9 2 1 5 4 15 4 1 2 7 11 2 1 1 7 1 2 5

高 知 9 6 2 6 12 3 9 6 3 6 13 7 9 4 92 1 1 2

福 岡 2 4 8 4 3 1 2 9 5 8 1 2 4 8 1 7 7 6 4 9 3 8 5 3 5 1 2 82 4 4 0

佐 貞 9 1 2 3 2 5 76 9 1 3 4 3 6 8 5 74 7 6

長 崎 2 1 0 4 5 2 8 13 0 2 1 0 6 3 4 6 15 2 2 0 7 17 8 14 3 1 2 2

熊 本 2 2 7 4 3 2 1 16 1 2 2 7 6 3 4 1 18 7 2 0 9 1 6 9 13 7 1 5 4

大 分 9 3 15 3 0 1 12 9 3 2 9 4 3 1 2 9 12 8 1 2 1 10 6 1 0 4

宮 崎 1 4 3 12 10 2 1 4 3 2 6 1 8 1 1 9 13 8 1 2 2 9 4 9 4

鹿 児 島 3 2 5 6 3 2 6 1 2 6 3 2 5 8 5 4 7 1 5 3 28 8 2 3 0 16 4 1 2 6

沖 縄 2 0 0 1 5 2 6 9 1 8 7 2 0 0 1 7 0 2 1 5 17 5 2 0 8 15 3 1 26

全 国 5 ,8 6 2 2 ,4 3 7 7 ,2 6 2 1 6 ,5 9 7 5 ,8 62 3 ,5 7 7 8 ,62 0 18 ,5 0 7 9 ,8 1 1 9 ,2 0 7 9 ,8 5 1 1 2 ,3 65

各 県 計 6 ,0 9 4 2 ,3 2 6 7 ,0 0 7 1 6 ,2 9 1 6 ,0 94 3 ,4 7 1 8 ,35 0 18 ,1 6 4 9 ,8 4 6 9 ,2 1 8 9 ,6 1 2 ,3 83
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はマイナス11人から221人に,神奈川県は78人から

301人に,京都府はマイナス24人から28人へとそれぞ

れ顕著に増加するほか,千葉県,山梨県,愛知県,普

賀県,大阪府,奈良県などでも増加する。

2003-2007年には,需要は,全体としては前期の2倍

近くに増加する。 39の都道府県で,前期と同等かそれ

以上に増加する。このうち, 14都府県で3倍以上に増

加する。しかし,東北の3県,九州の5県は,前期よ

りも需要が減少する。

2008-2012年には,全ての都道府県で需要が増大す

る。関東,関西の大都市地域の都府県の増加は頭打ち

になり,それ以外の県で急増する。特に,山形,島根,

山口,高知,福岡,長崎,熊本,大分,宮崎,鹿児島

の西日本を中心とした10県で3倍以上に増加する。

需要数の平均偏差を図示は省略するが,全国値の平

均偏差は1.63で小学校の場合の1.22よりも大きい。

修業年数3年の中学校は, 6年の小学校よりも,出生

数の変動を受け易い。平均偏差が2を越える県は,北

から秋田県(2.08),埼玉県(2.40),千葉県(2.30),

神奈川(2.08),京都府(2.88),奈良県(2.20),香川

輿(2.14)の7県である。他方,佐賀県(0.91)と沖

縄県(0.75)は小さい。

(2)需要変化からみた各県の分類

小学校の場合と同じく, 21世紀前後における需要増

加のタイミングにより,都道府県を分類してみよう(表

12)e第1のタイプ「早期増加塑」に属する典型的な県

は,埼玉,東京,神奈川,石川,大阪,兵庫の各府県

である。首都圏,関西圏の各県に顕著にみられる。第

2のタイプ「継続増加型」は,山口,高知,福岡の各

県が典型である。第3のタイプ「後発増加型」の典型

は,山形,長崎,熊本,宮崎,鹿児島の5県である。

東北と九州に多い。中学校の場合,第4のタイプ「成

長停滞型」に分類される県はない。

表12　中学校教員需要の増減パターン

常 要増 加 率
2003 年 I07 年 / 1998 -2 0 0 2 年

2 倍 未満 2 倍以 上 3 倍 未 満 3 倍 以 上

2003-0 7 *

2 倍

以上

埼玉 , 東京 岩 手 , 秋 ffl , 宮 城 山 口 , 高 知

神奈 川
石川 , 大阪

兵庫

(早 期 増加 塾 )

茨 城 , 群 馬, 千 葉
岐 阜 , 愛 知, 三 重

滋 賀 , 京 都 , 奈 艮
和 歌 山, 岡 山
広 島 , 徳 島 , 香 川
愛 媛

福 岡

(継 続増 加 型 )

1 倍

以上

2 倍
未満

鳥取 北 海 道, 栃 木

新 潟 , 富 山 , 福 井
鵜 野 . lllォ . 琳
佐 賀

島 根 , 大 分

98-20 0 2 年

1 倍
未満

(成長 停 滞塾 )

青森 , 福 島 , 沖 縄 山形 , 長崎

熊 本 , 宮崎
鹿 児 島
(後 発 増加 型 )

7.退職者効果と教員増減効果の県
別比較

前節までの分析で各県の需要数の推移がおおよそ明

らかになった。本節では,その原因について若干の分

析を行いたい。教員需要は教員数増減と退職者数に分

解されるが,大量の需要が見込まれるといった場合,

そのどちらの要因によるものなのかを明らかにする必

要がある。紙幅が残り少ないので,以下,分析は小学

校の場合に限定する。

図9は, 1993-1997年における各県の教員需要推計値

を,教員増減の部分(斜線)と退職者の部分(黒)に

分けたものである。すべての都道府県で教員増減分は

マイナスである。退職者から生み出される需要分は,

児童の減少に伴う教員数減少分で相殺され,新規教員

需要の部分は小さくなる。

1998-2002年(図10)になると,状況は変化する。

埼玉県,神奈川県をはじめ首都圏,関西圏の「早期成

長型」および「継続成長型」に属する県の多くでは,

教員増加分がプラスに転じている,2003-2007年になる

と(図11),ほとんどすべての県で教員増減分はプラス

になる。埼玉県や千葉県では,教員増減分が退職者分

を上回っている。

さて,最後の分析として, 1993年から2012年の推計

期間全体を通して,各都道府県の需要は,教員増減と

退職者のどちらに多く規定されているかを分析してみ

たい。図12は,縦軸(Y),横軸(Ⅹ)にそれぞれ次

式のような指標をとって各県の値をプロットしたもの

である。

4期の教員増減最大値一最小値

4期の教員需要推計値平均値

4期の退職者推計値最大値一最小値

4期の教員需要推計値平均値

Ⅹは,推計期間中の教員需要の大きさに占める教員

増減数の変動の大きさを示し,教員需要に与える「教

員増減効果」を示す。 Yは,同様に教員需要に与える

「退職者の効果」を示す。

図12から明らかなように,教員増減効果と退職者効

果は大きく正の相関をしている。教員増減効果が大き

い県は,退職者効果も大きいのである。

右上には,教員増減効果も退職者効果もともに大き

い県で,青森,秋田,山口,高知,長崎,宮崎などの

各県がある。これら.の県では,教員増減のサイクルと

退職者のサイクルの位相は,ほぼ同期している。前者

の周期は,平均して子供が30歳で生まれるとしておお

よそ30年,後者のそれは23歳で教員に就職して60歳

で退職するとしておおよそ37年であるが,これらの県
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図9　小学校教員需要の教員増減分と退職者分(1993-97年)
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図10　小学校教員需要の教員増減分と退職者分(1998-200碑)
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図11小学校教員需要の教員増減分と退職着分(2003-07年)

図12　教員増減効果と退職者効果の分布J憎校: 1993-2012年

では両者がおおよそ,同じように動いているのである。

他方,左下には, 2つの効果が相対的に小さい県で

ある。沖縄県を典型に東京都,大阪腐,愛知県,三重

県などがこれに属する。沖縄県の2つの効果が小さい

のは,教員需要の大きさの割には,教員数増減の変動

が小さいこと,並びに,将来20年間にわたって退職者

が均等に出てくるからである。

8.教育政策へのインプリケーション

21世紀初頭に見込まれる旺盛な学校教員需要の推計

結果から,どのような政策的インプリケーションが導

かれるかを,小学校と中学校の教員採用,大学教員養

成学部の3つについて考察したい。

まず,小学校教員である　2008-2012年には,約3万

人または3万3千人以上もの教員需要が発生する。こ

のような大量の教員需要を現行の小学校教員養成課程

の新規卒業者だけで充足するすることは全く不可能で

ある。平成7年度における教員養成大学・学部の小学

校教員養成課程定員は!,980人であり,これに中学校,

高校,特別教科,特殊教育,幼稚囲,養護教諭の各課

程の入学定員を合わせても15,845人である。

過去のケースを見てみよう。「年度末人事異動の状況」

で見る限り,最も多く小学校に採用′された年は昭和

53 (1978)年度末(1979年5月1日まで)で,採用者

は25,587人であった。このうち,新規卒業者は15,709

人で約60%であった,1979年度公立学校教員採用選考

試験(1978年度実施)の結果を見ると,受験者が73,090

人,採用者22,975人(競争率3.2倍)で,採用者の内

訳は,教員養成大学・学部卒業者12,400人(シェア

54.0%),一般大学卒7,644人,短大卒2,825人,大学

院88人であった。なお,平成6 (1994)年度公立学校

教員採用試験の状況をみると,応募者は40,937人,揺

用者7,784人(競争率4.8倍)と応募者が少ないが,

これは教員就職難を反映した志願者側の自己選抜の結

果であろう。

過去, 7万人を越えるほどの多数の受験者が押し寄

せ,一般大学卒と短大卒の者から約1万人採用された

年もあったのだから,質をそれほど問題にしなければ

2010年ころの需要最盛期でも必要数はある程度確保で

きるかも知れない。もし,必要な教員数が確保できな

いようであれば,中学校,高等学校の教員で小学校教

員の免許状を有する者の小学校への転入,教員中途退

職者の再雇用,民間等で勤務または待機している免許

状所有者の中途採用などの施策が必要になろう。

次に,中学校の場合,一般大学・学部で教員免許状

を取得する者が多数にのぼるので, 2008-12年における
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1万6千人ないし1万8千人といった需要に対する高

等教育機関側の供給余力は十分にあると思われる。た

だし,小学校教員についても言えることだが,かつて

「デモシカ先生」と酷評されたような教部と対する使

命感の希薄な者が教員として採用されるだろうし,敬

員養成大学・学部のシェアが大幅に低下し,教員の質

の問題がクローズアップする可能性がある。

最後に,大学教員養成学部についてである。質が高

く,実践的指導力のある教員は,充実したスタッフと

施設・設備を有する教員養成大学・学部においてこそ

養成可能である。中学校や高校の教員養成でも同様で

あるが,小学校教員の場合は特に,課程認定の関係で

一般大学卒への依存には限界があるから,これ以上の

教貞養成課程の定員削減は望ましくない。全国の教員

養成学部では,昨今改革が相次いでいるが,教員養成

課程を大幅に削減すると, 10年後, 15年後に資質ある

教員を必要な量だけ供給することが出来なくなる恐れ

がある。大都市地域の都府県,並びに需要が急激に増

大する県では,特にこのことに注意すべきである。本

研究で,全国及び各都道府県別の将来需要数がおおよ

そ判明した。行政当局およびそれぞれの大学では,近

隣の都道府県の需要数を考慮の上,将来の教員養成課

程定貞数を計画すべきである。

注

1)その数値は,フロッピーディスク版の中位推計0

才人口。厚生省の「人口動態統計の年間推計」 (1995

年12月末)によると, 1995年の出生数は約119万

3,000人であったという(日本経済新聞, 1996年1

月1日)。これは1994年に比べ約4万5,000人の減

少であるが, 1993年に比べると,約5,000人の増加

である。

2)調整値は,小学校の場合,全国データでは

1.0185,最大の県は1.0606,最小は0.9806,中学校

の場合,それぞれ, 0.9852, 1.0710, 0.9065であっ

た(紙幅の都合で各県の表は省略する)0

3)修業年限3年の中学校の場合, 6年の小学校と比

較して, 5歳単位・ 5年おきの年齢人口データから

生徒数を推定する際に,誤差が生じ易い。

4 )年齢構成は,国公私立の合計値である。『教員調査』

では,各県別の構成比は男女合計についてしか掲載

されておらず,その結果,男女別の退職者数推計が

できなかった。また,潮木(1985)による退職者推

計値が過大推計の傾向にあることを考慮して,定年

前退職者数の推計は30歳以上の者に限定した。
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